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本概要は、平成 27 年度における健保組合の財政状況等を早期に把握するため、27 年度予算

データの報告があった組合（1,384 組合）の数値を基に、27 年 4 月 1 日現在存在する 1,403

組合ベースの 27 年度予算状況を推計し、前年度予算と比較した結果をまとめたものである。 

 

平成 27 年度は、1,429 億円の経常赤字 

－平均保険料率は 9.021％で、はじめて 9％を超える－ 

◇ 赤字組合は全組合の約 7割 

◇ 支援金・納付金額は、254 億円減の 3兆 2,893億円 

支援金・納付金の保険料収入に対する割合は 43.68％、同割合が 50％以上の組
合は 305 組合 

◇ 保険料率を引き上げた組合は、全組合の約 2割 

平均保険料率は 9.021％で、前年度比 0.159ポイント増加 

平均保険料率が 10％以上の組合は、285 組合に増加 

◇ 実質保険料率（単純平均）は 9.499％ 

◇ 被保険者数は、前年度比 10 万人増の 1,573万人 

 

１．経常収支状況 

 

（１）27年度の経常収支は、経常収入 7兆 6,488億円、経常支出 7兆 7,917億円、経常

収支差引額は 1,429 億円の赤字で、高齢者医療制度創設以降の 8 年間の累計赤字

額は約 2兆 5,300億円にも及ぶ。 

経常収入は前年度に比べ 2,267億円、3.05％増加、経常支出は 12億円、0.02％の

微増となる見込である。 

 

（２）26年度予算に比べ赤字額は 2,254億円下回ったが、これは収入面で月額・賞与の

上昇や保険料率引き上げ等により保険料収入が 2,259 億円増加した一方、支出面

で支援金・納付金の 25 年度精算分（戻り）や退職者給付拠出金の減少の影響で、

支援金・納付金が微減となったためである。 

 

（３）保険料収入が大幅に増加したにもかかわらず、支援金・納付金の保険料収入に対

する割合が 43.68％になるなど、支援金・納付金負担が組合財政を圧迫している状

況に変わりはない。 

問い合わせ先：健保連 企画部 調査・分析グループ 
         ℡：０３－３４０３－０９２６ 
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（４）赤字組合は 945組合で、約 7割の組合が赤字の状況である。 

 

 

 

経常収支差引額等の状況 
 

 平成27年度 

予算早期集計 

平成26年度 

予算 
対前年度比較 

経常収支差引額 △1,429億円 △3,683億円 2,254億円減少 

赤字組合数 945組合 1,107組合 162組合減少 

（赤字組合の割合） 67.3％ 78.5％  

黒字組合数 458組合 303組合 155組合増加 

（黒字組合の割合） 32.7％ 21.5％  

（注）端数整理のため、計数が整合しないことがある。 
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（注1）平成19～24年度までは決算、25年度は決算見込、26年度は予算、27年度は 

   予算早期集計の数値である。 

（注2）保険料率引き上げ組合数は、19～25年度までは前年度決算、26年度は25年度 

   決算見込との比較。 

   27年度は予算データ報告組合（1,384組合）と26年度予算との比較である。 
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【収入】 

（１）保険料収入総額は 7 兆 5,313 億円で、前年度比 2,259 億円、3.09％増加する見込

みである。月額・賞与の上昇、被保険者数の増加と約 2 割の組合が保険料率を引

き上げたことが要因である。保険料収入 2,259 億円増の内訳は、保険料率の引き

上げ 886億円（増額の 39.2％）、月額の増加 499億円（同 22.1％）、賞与額の増加

464億円（同 20.5％）、被保険者数の増加 410億円（同 18.2％）である。 

被保険者一人当たり額は 47万 8,649円で、前年度比 1万 1,296円、2.42％の増加

となった。 

19 年度と比べると、平均保険料率が 7.308％から 9.021％と 1.2 倍も増加し、そ

れに伴い保険料収入総額は 6 兆 0,502 億円から 1 兆 4,811 億円、24.5％の増、被

保険者一人当たり額は 9万 5,037円、24.8％も増えている。 

 

（２）平均保険料率（3月 1日現在）は、前年度比 0.159ポイント増の 9.021％（調整保

険料率含む）で、はじめて 9％を超えた。 

料率を引き上げた組合は 316組合（回答組合の 22.8％）で、平均引き上げ料率は

0.792％である。 

 

（３）協会けんぽの平均保険料率（10.00％）以上の組合は、前年度の 255 組合を上回る

285組合（回答組合の 20.6％）。 

 

（４）赤字を出さない収支均衡とするための実質保険料率（回答組合の単純平均）は

9.499％で、実質保険料率が協会けんぽの収支均衡料率（9.74％）（※）以上の組合

は 542組合（回答組合の 39.2％）もある。 
（※）全国健康保険協会運営委員会（H27.1.30）より、協会けんぽの平成 27年度予算数値 
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（注）平成19～24年度までは決算、25年度は決算見込、26年度は予算、27年度は 

   予算早期集計の数値である。 
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【支出】 

（１）法定給付費総額は 3兆 8,354億円で、前年度比 186億円、0.49％増加した。 

被保険者一人当たり額は 24万 3,757円で、前年度比 413円、0.17％減少した。 

 

（２）支援金・納付金等総額は 3兆 2,893億円で、前年度比 254億円、0.77％減少した。

そのうち後期高齢者支援金等は 1 兆 6,562 億円（前年度比 3.27％増）、前期高齢

者納付金は 1 兆 4,668 億円（同 5.03％増）、退職者給付拠出金は 1,663 億円（同

47.09％減）、病床転換支援金と日雇拠出金を含めた前期高齢者納付金・退職者給

付拠出金等は 1兆 6,331億円（同 4.55％減）となった。 

後期高齢者支援金は、自然増に加え 1/3総報酬割から 1/2総報酬割になった影響、

前期高齢者納付金は、団塊の世代全員が前期高齢者に移行した影響等で増加した

一方、退職者給付拠出金は、退職被保険者の新規適用がなくなったこと等に伴い

減少した。支援金・納付金等全体では、25年度精算分（戻り）や退職者給付拠出

金の減少により微減となった。 

被保険者一人当たり額は 20万 9,051円で、前年度に比べ 3,002円、1.42％の減少

となった。 

 

（３）高齢者医療制度が創設された 20年度からの後期高齢者支援金、前期高齢者納付金、

退職者給付拠出金の推移をみると、後期高齢者支援金は 20 年度に比べ、23 年度

は 15.2％と大幅に増加し、27年度は 35.5％増とさらに負担が重くなっている。 

前期高齢者納付金は 20年度に比べ、団塊の世代が参入する前の 23年度は 9.0％の

増加なのに対し、団塊の世代が移行し始めた 24年度は 20％、団塊の世代全員が前

期高齢者に移行した 27 年度は 36.0％も増加するなど、24 年度以降の伸びが顕著

である。 

 

 

 

 

116.3  116.5  
114.7  

124.9  

136.0  

142.1  
144.0  

142.0 

101.3  
104.4  

108.9  
111.7  

113.3  
114.1  

120.8  120.6 

99.9  
98.0  97.5  98.0  98.3  98.9  98.8  99.6 100.0  

97.6  

84.8  
87.8  

90.2  
88.7  

90.4  
88.1  

91.0 

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

1人あたり月額、賞与額、法定給付費および支援金・納付金等の推移 

支援金・納付金等 

法定給付費 

平均標準報酬月額 

平均標準賞与額 
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（注2）19年度を「100」とした伸び率の推移である。 
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後期高齢者支援金・前期高齢者納付金・退職者給付拠出金の推移 

 

（単位：億円） 

 後期高齢者支援金 前期高齢者納付金 退職者給付拠出金 

金額 指数 金額 指数 金額 指数 

20 年度 12,220 100.0 10,792 100.0 4,825 100.0 

21 年度 12,675 103.7 11,094 103.0 2,851 59.0 

22 年度 13,014 106.5 11,190 104.0 2,093 43.0 

23 年度 14,079 115.2 11,779 109.0 2,855 59.0 

24 年度 15,079 123.4 12,982 120.0 3,265 68.0 

25 年度 15,767 129.0 13,615 126.0 3,356 70.0 

26 年度 16,037 131.2 13,966 129.0 3,143 65.0 

27 年度 16,562 135.5 14,668 136.0 1,663 34.0 

（注 1）平成 20～24年度は決算、25 年度は決算見込、26 年度は予算、27 年度は予算早期集計の数値 
である。 

（注 2）高齢者医療制度が創設された 20年度を「100」とした伸び率の推移である。 
    なお、20年度は後期支援金・前期納付金が 11 ヵ月分のため、12ヵ月換算している。 
（注 3）22年度は、4ヵ月は加入者割、8ヵ月は 1/3総報酬割である。 
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（注2）高齢者医療制度が創設された20年度を「100」とした伸び率の推移である。 

    なお、20年度は後期支援金・前期納付金が11ヵ月分のため、12ヵ月換算している。 

（注3）22年度は、4ヵ月は加入者割、8ヵ月は1/3総報酬割である。 
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（４）高齢者医療制度等への拠出額は、19年度に比べ 9,673億円も増加し、20年度から

の 8年間の拠出金総額は 23兆 9,906億円にも及んでいる。これは保険料収入の約

3年分に相当する。 

 

（５）高齢者医療制度施行前の 19年度から、保険給付費が 19.6％伸びているのに対し、

支援金・納付金等は 41.7％も伸びている。 

 

（６）支援金・納付金等の保険料収入に対する割合は 43.68％となった。保険料収入の 5

割以上を支援金・納付金等に充てざるを得ない組合は 305組合（回答組合の 22.0％）

もある。 

支援金・納付金等の保険料収入に対する割合が 5 割以上の組合が、20 年度以降、

全組合の 20％を超える状況が続いており、支援金・納付金等が恒常的に過重な負

担となっていることが分かる。 

 

（７）支援金・納付金等と法定給付費を合わせた額（義務的経費）の保険料収入に対す

る割合は 94.6％。保険料収入だけでは義務的経費を賄えない 100％超の組合は 447

組合（回答組合の 32.3％）。 
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（注3）端数整理のため、計数が整合しないことがある。 
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２．適用状況 

 

（１）27年 4月 1日現在の組合数は 1,403組合で、26年 4月 1日現在（1,410組合）に

比べて 7組合減少した（新設 6、解散 4、合併消滅 9）。 

 

（２）被保険者数は 1,573万 4,543人で、前年度に比べ約 10 万人増加した。被扶養者数

は 1,347万 1,407人で、前年度に比べ約 15 万人と大幅に減少した。被扶養者数は

9年度以降、減少傾向にある。 

 

（３）被保険者一人当たり平均標準報酬月額は 36万 8,491円、前年度比 3,055円の増加、

平均標準賞与額は 106万 9,449円、前年度比 3万 4,067円の増加となった。 
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３．今後の見通し 

 

○健保組合全体の平成 27年度予算は 1,429億円の経常赤字で、高齢者医療制度が創設さ

れた 20年度以降 8年連続して赤字となることが見込まれている。 

 保険料収入の増加により経常収支は改善したが、保険料収入の増額には、月額・賞与

の上昇もさることながら、保険料率の引き上げが大きく寄与している。 

 

○27年度は、25年度精算分（戻り）や退職者給付拠出金の減少の影響で、支援金・納付

金は微減となった。しかし、今後、団塊世代の高齢化に伴う高齢者医療費の増大や、

後期高齢者支援金の総報酬割部分が 28年度は 2/3、29年度は全面総報酬割に拡大され

ることにより、支援金・納付金負担がさらに重くなることは確実であり、現役世代が

過重な拠出金負担に苦しむ状況に変わりはない。保険料率の引き上げ等による対応が

限界に達しているなか、高齢者医療への拠出金負担の増加に対する負担軽減措置が必

要であるとともに、高齢者医療の負担構造改革が不可欠である。 

 

○健保組合の財政状況の改善のみならず、現役世代の負担軽減を図り、ひいては皆保険

制度を維持するためにも、29年 4月の消費税率引き上げに合わせた高齢者医療の負担

構造改革の実現が求められる。加えて、危機的状況にある保険財政を改善するため、

実効性のある医療費適正化対策に取り組むことが重要である。 

 

 

【本推計の前提】 

○全組合数           ： 1,403組合（平成 27年 4月 1日現在） 

○27年度予算データ報告組合数    ： 1,384組合（回答率 98.7％） 

○27年度（推計）の被保険者数、被扶養者数および経常収支状況は、予算データの報告組合の対

前年度伸び率および被保険者一人当たり額を基に、全組合相当（1,403 組合）に引き伸ばして

算出した「推計値」である。 

 平均標準報酬月額、平均標準賞与額、平均保険料率（調整保険料率含む）および特定保険料率

は、予算データ報告組合の集計値である。 

○単一組合の 98.4％、総合組合の 99.6％から報告があり、未報告組合は比較的小規模組合が多

いため、本推計に対する影響は僅少と見込まれる。 
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（金額単位：億円）

27年度予算早期集計
（回答組合）①

27年度予算早期集計
（推計）②

26年度予算
③

増減数
②-③

対前年度伸び率
(％)

1,384 1,403 1,410 7組合減 -0.50

15,694,456 15,734,543 15,631,547 102,996人増 0.66

13,437,086 13,471,407 13,620,834 149,427人減 -1.10

368,491 368,491 365,436 3,055円増 0.84

1,069,449 1,069,449 1,035,382 34,067円増 3.29

9.021                         9.021                         8.862                         0.159増 1.79

3.954                         3.954                         4.068                         0.114減 -2.80

883,297 - 846,297 - -

3.07                          - 2.91                          - -

420,731 - 367,011 - -

健 康 保 険 収 入 75,149 75,341 73,082 2,259 3.09

  保　　　険　　　料 75,121 75,313 73,054 2,259 3.09

  国  庫  負  担  金 28 28 28 0 0.00

　そ    　の　    他 0 0 0 0 - 

退 職 積 立 金 繰 入 50 50 57 -7 -12.28

保 証 金 積 立 金 繰 入 0 0 0 - - 

特 定 健 康 診 査 等 事 業 収 入 67 67 57 10 17.54

病 院 診 療 所 収 入 552 552 532 20 3.76

訪 問 看 護 事 業 収 入 2 2 2 0 0.00

介 護 老 人 保 健 施 設 収 入 33 33 33 0 0.00

雑 収 入 等 441 442 458 -16 -3.49

合　  　　計 76,294 76,488 74,221 2,267 3.05

事 務 費 1,263 1,266 1,269 -3 -0.24

保 険 給 付 費 39,185 39,285 39,095 190 0.49

　法  定  給  付  費 38,256 38,354 38,168 186 0.49

　付  加  給  付  費 929 931 928 3 0.32

支 援 金 ・ 納 付 金 等 計 32,809 32,893 33,147 -254 -0.77

　後期高齢者支援金・老人保健拠出金 16,520 16,562 16,037 525 3.27

　   後期高齢者支援金 16,519 16,562 16,037 525 3.27

　   老人保健拠出金 1 1 0 1 - 

　前期高齢者納付金・退職者給付拠出金 16,289 16,331 17,109 -778 -4.55

　　 前期高齢者納付金 14,631 14,668 13,966 702 5.03

　　 退職者給付拠出金 1,658 1,663 3,143 -1,480 -47.09

　病床転換支援金 0 0 0 0 - 

　日雇拠出金 0 0 0 0 - 

保 健 事 業 費 3,626 3,635 3,554 81 2.28

病 院 診 療 所 費 659 659 653 6 0.92

訪 問 看 護 事 業 費 2 2 2 0 0.00

介 護 老 人 保 健 施 設 費 33 33 32 1 3.13

そ の 他 143 143 153 -10 -6.54

合　　　計 77,720 77,917 77,905 12 0.02

-1,426 -1,429 -3,683 2,254

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

932 945 1,107 162組合減 -

67.3 67.3 78.5 - -

-2,776 -                              -4,359 - -

-3                             -                              -4                             - -

452 458 303 155組合増 -

32.7 32.7 21.5 - -

1,351 -                              676 - -

3                              -                              2                              - -

（注７） 27年度早期集計（推計）における経常赤字組合数は、回答組合のデータを全組合ベースに引き延ばした数値である。

表１　　平成 27 年度予算早期集計　健保組合経常収支状況等

 　組　　　合　　　数

   被 保 険 者 数（人）

   特 定 保 険 料 率(%)

   前 期 高 齢 者 数（人）

   前 期 高 齢 者 加 入 率（％）

   被 扶 養 者 数（人）

   平均標準報酬月額(円)

　 平均標準賞与額(円)

   平 均 保 険 料 率(%)

   前期高齢者１人当たり医療給付費（円）

経常収支黒字組合の黒字総額（億円）

経
　
　
常
　
　
収
　
　
入

経
　
　
常
　
　
支
　
　
出

　 　　　経  常  収  支  差  引  額

組合数については、27年度予算早期集計（回答組合）は予算データ報告組合数、27年度予算集計（推計）は平成27年4月1日現在数、26年度予算欄は26年4月1日現在数である。

単位未満の数は四捨五入しているため、各項目の計と合計は一致しないことがある。

27年度予算集計（推計）欄の適用状況のうち、被保険者数と被扶養者数は、予算データ報告組合の数値を平成27年4月1日現在の1,403組合に引き伸ばした数値である。平均標準報酬月
額、平均標準賞与額、平均保険料率（調整保険料率を含む）、特定保険料率は予算データ報告組合（1,384組合）の平均である。

１組合あたり 黒 字 額(億円)

経常収支赤字組合の赤字総額（億円）

１組合あたり 赤 字 額（億円)

経 常 収 支 黒 字 組 合 数

全組合に対する割合(％)

経常収入の「雑収入等」は「国庫補助金中の特定健康診査・保健指導補助金」、「前期高齢者交付金」、「不用財産売払代、補助金等追加収入を除く雑収入」、「その他」の合計である。

経常支出の「その他」は「組合債費」、「調整保険料還付金を除く還付金」、「連合会費」、「出資金」、「積立金・積立金」、「雑支出・その他」、「その他」の合計である。

経常収支科目のうち、病院診療所・訪問看護及び介護老人施設等一部の組合のみ保有している科目については、予算データ報告組合の27年度予算数値と未報告組合の26年度予算数値
の合計としている。

経 常 収 支 赤 字 組 合 数

全組合に対する割合(％)
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（金額単位：円）

27年度予算早期集計① 26年度予算② 増減数①-② 対前年度伸び率(％)

健 康 保 険 収 入 478,826 467,531 11,295 2.42

  保　　　険　　　料 478,649 467,353 11,296 2.42

  国  庫  負  担  金 177 178 -1 -0.56

　そ    　の　    他 0 0 0 - 

退 職 積 立 金 繰 入 317 365 -48 -13.15

保 証 金 積 立 金 繰 入 1 2 -1 -50.00

特 定 健 康 診 査 等 事 業 収 入 426 364 62 17.03

病 院 診 療 所 収 入 3,518 3,404 114 3.35

訪 問 看 護 事 業 収 入 12 10 2 20.00

介 護 老 人 保 健 施 設 収 入 212 214 -2 -0.93

雑 収 入 等 2,809 2,928 -119 -4.06

合　  　　計 486,122 474,818 11,304 2.38

事 務 費 8,045 8,115 -70 -0.86

保 険 給 付 費 249,675 250,105 -430 -0.17

　法  定  給  付  費 243,757 244,170 -413 -0.17

　付  加  給  付  費 5,918 5,934 -16 -0.27

支 援 金 ・ 納 付 金 等 計 209,051 212,053 -3,002 -1.42

　後期高齢者支援金・老人保健拠出金 105,260 102,597 2,663 2.60

　   後期高齢者支援金 105,256 102,594 2,662 2.59

　   老人保健拠出金 4 3 1 33.33

　前期高齢者納付金・退職者給付拠出金 103,791 109,453 -5,662 -5.17

　　 前期高齢者納付金 93,224 89,343 3,881 4.34

　　 退職者給付拠出金 10,567 20,110 -9,543 -47.45

　病床転換支援金 0 0 0 - 

　日雇拠出金 0 3 -3 - 

保 健 事 業 費 23,103 22,735 368 1.62

病 院 診 療 所 費 4,199 4,176 23 0.55

訪 問 看 護 事 業 費 13 10 3 30.00

介 護 老 人 保 健 施 設 費 209 204 5 2.45

そ の 他 911 981 -70 -7.14

合　　　計 495,206 498,380 -3,174 -0.64

-9,083 -23,562 14,479

(注）　端数処理のため、計数が整合しないことがある。

経
　
　
常
　
　
支
　
　
出

　 　　　経  常  収  支  差  引  額

表２　　平成27年度予算早期集計　 被保険者１人当たり額
＜予算データ報告組合1,384組合ベース＞

経
　
　
常
　
　
収
　
　
入
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新設 解散
合併
消滅

組合数 割合(％)
総額

(億円)

１人あ
たり額
(万円)

保険料
割合
(％)

総額
(億円)

１人あ
たり額
(万円)

保険料
割合
(％)

平成１８年度決算    1,541 -20    4    9    15  1,535        1,502     36.9      115.7    7.318   2,372 502 32.6 11,567 7.5 19.7 9,397 6.1 16.0

　〃 １９年度決算    1,518 -23    5    12  16  1,577        1,499     37.0      117.5    7.308   600 683 45.0 11,778 7.5 19.5 11,441 7.3 18.9

　〃 ２０年度決算    1,497 -21    3    14  10  1,604        1,451     37.0      114.7    7.380   -3,189 1,031 68.9 12,742 7.9 20.6 14,718 9.2 23.8

　〃 ２１年度決算    1,473 -24    6    23  7    1,585        1,423     36.3      99.6      7.450   -5,234 1,184 80.4 13,233 8.3 22.2 13,945 8.8 23.4

　〃 ２２年度決算    1,458 -15    5    10  10  1,565        1,403     36.1      103.2    7.672   -4,156 1,115 76.5 13,136 8.4 21.4 13,283 8.5 21.6

　〃 ２３年度決算    1,443 -15    4    7    12  1,562        1,395     36.2      106.0    7.987   -3,497 1,100 76.2 14,087 9.0 21.6 14,633 9.4 22.5

　〃 ２４年度決算    1,431 -12    3    1    14  1,564        1,382     36.4      104.3    8.343   -2,973 1,061 74.1 15,080 9.6 21.9 16,247 10.4 23.6

　〃 ２５年度決算
　　　　　　　（見込）    1,419 -12    10  12  10  1,565        1,368     36.6      106.2    8.674   -1,162 927 65.3 15,767 10.1 21.8 16,971 10.8 23.5

　〃 ２６年度予算    1,410 -9      3    5    7    1,563        1,362     36.5      103.5    8.862   -3,683 1,107 78.5 16,037 10.3 22.0 17,109 10.9 23.4

　〃 ２７年度予算
　　　　　　　（推計）    1,403 -7      6    4    9    1,573        1,347     36.8      106.9    9.021   -1,429 945 67.3 16,562 10.5 22.0 16,331 10.4 21.7

表３　　健　保　組　合　適　用　・　財　政　状　況　等　の　推　移

組合数
前年度

との増減
被保険者数

(万人)
被扶養者数

(万人)

平均標準
報酬月額
（万円）

保険料率
(%)

経常収支
差引額
（億円）

赤字組合
平均標準
賞与額
（万円）

後期高齢者支援金
(老人保健拠出金)

前期高齢者納付金
(退職者給付拠出金)

（注３）後期高齢者支援金欄は、19年度までは「老人保健拠出金」の数値、20年度以降は「後期高齢者支援金」と「老人保健拠出金」の合算値である。また、前期高齢者納付金欄は19年度までは
　　　「退職者給付拠出金」の数値、20年度以降は「前期高齢者納付金」と「退職者給付拠出金」の合算値である。

（注１）組合数は、決算、決算（見込）は３月３１日現在、予算、予算（推計）は４月１日現在の数値である。
　　　　前年度との増減は、新設、解散、合併消滅による増減である。
　　　　組合数増減内訳は、決算、決算（見込）は年度内（４月１日～３月３１日）、２６年度予算は２６年４月１日、２７年度予算（推計）は２６年４月２日～２７年４月１日の数値である。

（注２）被扶養者数（特例退職被保険者の被扶養者を含む）については、決算、決算（見込）は３月末、予算、予算（推計）は１２月末の数値である。

組合数増減内訳
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表４　　保　険　料　率　別　組　合　数　

単一組合 総合組合 全組合

27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 構成割合（％） 26年度 構成割合（％）

6.0％未満 12 23 0 0 12 0.87 23 1.63

6.0％～6.5％未満 22 28 0 0 22 1.59 28 1.99

6.5％～7.0％未満 23 27 0 1 23 1.66 28 1.99

7.0％～7.5％未満 52 76 3 3 55 3.97 79 5.60

7.5％～8.0％未満 87 110 2 3 89 6.43 113 8.01

8.0％～8.5％未満 166 192 13 17 179 12.93 209 14.82

8.5％～9.0％未満 169 158 18 19 187 13.51 177 12.55

9.0％～9.5％未満 210 202 40 44 250 18.06 246 17.45

9.5％～10.0％未満 197 172 85 80 282 20.38 252 17.87

10.0％～10.5％未満 133 114 74 72 207 14.96 186 13.19

10.5％～11.0％未満 34 26 21 21 55 3.97 47 3.33

11.0％以上 20 21 3 1 23 1.66 22 1.56

計 1,125 1,149 259 261 1,384 100.00 1,410 100.00

平均 8.878 8.701 9.644 9.573 9.021 -                 8.862 -                 

協会けんぽ料率（10.0％）
以上の組合数（再掲） 187 161 98 94 285 20.59 255 18.09

（注1）　27年度欄については、予算データ報告があった組合（1,384組合）ベースの数値である。

（注2）　保険料率には調整保険料率が含まれる。

（注3）　構成割合は、小数点第3位以下を四捨五入しているため、内訳の合計が計に合わない場合もある。
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27年度 割合(%) 26年度 割合(%) 27年度 割合(%) 26年度 割合(%) 27年度 割合(%) 26年度 割合(%)

15％未満 4 0.29 4 0.28 15％未満 258 18.64 195 13.83 35％未満 174 12.57 127 9.01

15％～20％ 183 13.22 193 13.69 15％～20％ 289 20.88 236 16.74 35％～40％ 249 17.99 187 13.26

20％～25％ 1,020 73.70 1,017 72.13 20％～25％ 368 26.59 374 26.52 40％～45％ 336 24.28 321 22.77

25％～30％ 159 11.49 176 12.48 25％～30％ 274 19.80 300 21.28 45％～50％ 320 23.12 321 22.77

30％～35％ 15 1.08 16 1.13 30％～35％ 103 7.44 162 11.49 50％～55％ 154 11.13 236 16.74

35％～40％ 3 0.22 3 0.21 35％～40％ 52 3.76 78 5.53 55％～60％ 86 6.21 102 7.23

40％～45％ 0 0.00 1 0.07 40％～45％ 24 1.73 34 2.41 60％～65％ 33 2.38 62 4.40

45％～50％ 0 0.00 0 0.00 45％～50％ 6 0.43 13 0.92 65％～70％ 15 1.08 21 1.49

50％以上 0 0.00 0 0.00 50％以上 10 0.72 18 1.28 70％以上 17 1.23 33 2.34

計 1,384 100.00 1,410 100.00 計 1,384 100.00 1,410 100.00 計 1,384 100.00 1,410 100.00

平均 21.99 -            21.95 -            平均 21.68 -            23.42 -            平均 43.68 -            45.37 -            

(注1）　「27年度」欄については、27年度予算数値の報告のあった1,384組合ベースの数値。

(注2）　「支援金・納付金等合計」における保険料収入に対する支援金・納付金等の割合の算出にあたっては、病床転換支援金および日雇拠出金を含めている。

(注3）　「割合（％）」欄の数値については端数処理のため、計数が整合しないことがある。

支援金・納付金等　合計

表５　保険料収入に対する支援金・納付金等の割合別組合数

後期高齢者支援金＋老人保健拠出金 前期高齢者納付金＋退職者給付拠出金
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１．適用状況
27年度予算早期集計

①
26年度予算② 増減数①-② 対前年度伸び率(％)

1,384 1,410 － －

11,192,498 11,121,651 － －

8,144,691 7,998,916 － －

108,045 110,731 － －

422,817 420,550 2,267円増 0.54

1,271,107 1,229,551 41,556円増 3.38

事 業 主 0.712 0.709 0.003増 0.42

被 保 険 者 0.697 0.694 0.003増 0.43

計 1.409 1.403 0.006増 0.43

10.430 10.266 0.164増 1.60

（注1）27年度欄については、予算データ報告があった組合（1,384組合）ベースの数値である。

（注2）平均標準報酬月額は、2号被保険者たる被保険者と特定被保険者の平均である。

（注4）介護保険料率、合算保険料率は単純平均である。

２．収支状況（一人当たり額）
    (単位：円、％)

27年度予算早期集計
①

26年度予算② 増減数①-② 対前年度伸び率(％)

86,640 85,498 1,142 1.34

2,110 2,112 -2 -0.09

1,739 2,329 -590 -25.33

165 224 -59 -26.34

15 14 1 7.14

90,667 90,176 491 0.54

85,285 86,714 -1,429 -1.65

57 61 -4 -6.56

5,091 3,108 1,983 63.80

234 293 -59 -20.14

90,667 90,176 491 0.54

（注6）支出の「積立金等」は「積立金」、「雑支出」、「予備費」の合計である。

合 算 ( 介 護 ＋ 一 般 ＋ 調 整 ） 料 率 （ % ）

（注5）一人当たり額とは、2号被保険者たる被保険者と特定被保険者一人当たり額である。

支

出

介 護 納 付 金

介 護 保 険 料 還 付 金

積 立 金 等

一 般 勘 定 繰 入

支 出 合 計

（注3）平均標準賞与額は、任意継続被保険者と特例退職被保険者を除いた、2号被保険者たる被保険者と特定被保険
者の平均である。

収

入

介 護 保 険 収 入

繰 越 金

繰 入 金

一 般 勘 定 受 入

収 入 合 計

雑 収 入

特 定 被 保 険 者 数 ( 人 )

平 均 標 準 報 酬 月 額 ( 円 )

平 均 標 準 賞 与 額 ( 円 )

介 護 保 険 料 率 (%)

表６　平成27年度予算早期集計　介護保険収支状況等

介 護 保 険 第 ２ 号 被 保 険 者 数 ( 人 )

介 護 保 険 第 ２ 号 被 保 険 者 た る
被 保 険 者 数 ( 人 )

組 合 数
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表７　介　護　保　険　料　率　別　組　合　数　

単一組合 総合組合 全組合

27年度 26年度 27年度 26年度 27年度 構成割合(%) 26年度 構成割合(%)

0.8％未満 20 25 0 0 20 1.45 25 1.77

0.8％～0.9％未満 23 28 0 0 23 1.66 28 1.99

0.9％～1.0％未満 37 35 2 2 39 2.82 37 2.62

1.0％～1.1％未満 50 57 1 2 51 3.68 59 4.18

1.1％～1.2％未満 103 100 3 3 106 7.66 103 7.30

1.2％～1.3％未満 160 174 10 14 170 12.28 188 13.33

1.3％～1.4％未満 166 172 20 23 186 13.44 195 13.83

1.4％～1.5％未満 190 181 41 39 231 16.69 220 15.60

1.5％～1.6％未満 144 153 74 71 218 15.75 224 15.89

1.6％～1.7％未満 86 82 41 37 127 9.18 119 8.44

1.7％～1.8％未満 54 42 34 35 88 6.36 77 5.46

1.8％～1.9％未満 37 33 12 11 49 3.54 44 3.12

1.9％～2.0％未満 22 21 7 11 29 2.10 32 2.27

2.0％以上 33 46 14 13 47 3.40 59 4.18

計 1,125 1,149 259 261 1,384 100.00 1,410 100.00

平均 1.373 1.369 1.563 1.554 1.409 -            1.403 -         

(注1)27年度欄については、予算データ報告があった組合（1,384組合）ベースの数値である。

(注2)「構成割合(%)」欄の数値については端数処理のため、計数が合わないことがある。
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